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Ⅰ 法人の長によるメッセージ 

  千葉大学は約 150 年前に創立した千葉師範学校や共立病院を前身として、1949（昭和 24）年に新制国

立大学として設立されました。現在では 10 学部、17 大学院を有し、千葉県に４つ、東京都に１つのキャ

ンパスを持ち、学部の枠を越えた幅広い教養と高度の専門性を修得できるアカデミア環境を整備していま

す。 

教育面では、「つねに、より高きものをめざして」の理念のもと、最高学府にふさわしい優れた学問を

修める中で、高い知性と豊かな人間性を育み、ENGINE プランをはじめ、グローバル社会で活躍できる人

材を養成するための取組を進めています。 

研究面では、令和４年度に国際高等研究基幹（IAAR）が発足し、学問の多様性を尊重しつつ、新たな研

究領域の開拓につながる学術研究や、社会に変革をもたらす先端的研究を戦略的に推進するとともに、次

世代を担う若手や中堅の研究者支援を強化し、研究人材育成に力を注いでいます。また、学術研究・イノ

ベーション推進機構（IMO）を中心に、産官学連携についても強力に推進しています。 

今後も本学を起点に教育、行政、産業、医療、地域コミュニティーなどへの幅広い社会貢献を果たし、

地域ステータスを向上させ、地域の皆様に誇られる千葉大学を目指します。大学本来のミッションであ

る、教育、研究、社会貢献で大いに存在感を増し、「世界に冠たる千葉大学」を目指してまいります。 

 

Ⅱ 基本情報 

１ ． 国立大学法人等の長の理念や経営上の方針・戦略及びそれを達成するための計画等 

（１）ビジョン 

Chiba University Aspirations 世界に冠たる千葉大学へ 

–Towards a world preeminent academic institution– 

World Leading Research 国際頭脳循環の中核として世界最先端の研究を展開 

▶学問の多様性を尊重し独創的な研究を推進 

▶学際研究領域を開拓する世界水準の学術研究を推進 

▶新たな価値を創造するイノベーティブな研究を推進 

▶国際高等研究基幹による戦略的な研究教員組織を構築 

Global Education 世界に学び世界に貢献する人材の育成 

▶世界をキャンパスに最先端を学修できる優れた教育環境を提供 

▶グローバル社会のリーダーたる資質とチャレンジ精神を涵養 

▶幅広い教養と豊かな知性とともに高度な専門性を錬磨 

▶国際未来教育基幹の強化による最高水準の先進的教育基盤を構築 

Holistic Governance 運営基盤を強化し、持続的な発展を導く大学経営 

   ▶デジタル・トランスフォーメーション（DX）による戦略的な大学運営 

▶個々の力を引き出し、協働体制で競争力を強化 

▶誰もが生き生きと活躍できる多様性のあるアカデミア環境を構築 

▶戦略的広報活動と社会資源の有効活用 

Social Engagement 社会に大きく貢献する千葉大学 

▶高度な研究成果や優れた人材の育成を通じて社会の持続的発展に貢献 

▶卓越した知と人材の集積拠点として環境や地域社会に貢献 
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▶イノベーションの創出に向けた産学官連携の強化 

▶世界をリードする千葉大学ブランドの定着 

 

（２）第４期中期目標 

（前文）法人の基本的な目標 

   千葉大学は、「つねに、より高きものをめざして」という理念を掲げ、未来志向型総合大学としての

使命を達成するため、基本的な目標を以下のとおり定める。 

 

人類の文化の継承と、新たな知の創造やイノベーションの創出を担う世界最高水準の教育研究拠点と

して、グローバルな視点から積極的に社会に関わり、現代社会の様々な課題を解決するための創造的・

独創的研究を展開して、高い教養、専門的な知識・技能、柔軟な思考力と優れた問題解決能力を備えた

人材を育成することにより、人類の平和と福祉ならびに自然との共生に貢献する。 

 

（１）世界最高水準の教育研究機能を有する未来志向型総合大学として、その多様性、学際性、そして

国際性を最大限に生かし、優れた教育プログラムと充実した教育研究環境を提供することで、「俯瞰

力」と「実践力」を身につけ、問題解決能力のあるグローバル人材を育成する。また、能動的な学び

によって鋭い知性と豊かな人間性を育み、自らの良心と社会的規範に則って行動し、創造性・国際性

とチャレンジ精神に富む人材の育成を推進する。 

（２）先端的研究及び融合型研究を推進するとともに、特色ある分野の研究を戦略的に強化し、卓越し

た教育研究拠点を形成することにより、世界・日本・地域に貢献可能なイノベーションを創出する。 

（３）国内外の教育研究機関、行政、地域社会や企業等と積極的に連携し、知の発信拠点及び創造的人

材育成拠点を形成することにより、社会における文化と科学の発展に寄与する。 

（４）千葉大学の持続的かつ自律的な発展をめざし、多様な構成員が協働しつつ、時代の変化に対応し

ながら、柔軟かつ積極的な大学経営を行う。 

 

上記目標を達成するため、中期目標は以下のとおりとする。 

◆中期目標の期間 

    中期目標の期間は、令和４年４月１日～令和 10 年３月 31 日までの６年間とする。 

 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する事項 

１ 社会との共創 

【１】世界トップクラスに比肩する研究大学を目指して、戦略的に国際的なプレゼンスを高める

分野を定め、国内外の優秀な研究者や学生を獲得できる教育研究環境（特別な研究費、給与

等）を整備する。併せて、データ基盤を含む最先端の教育研究設備や、産学官を越えた国際的

なネットワーク・ハブ機能等の知的資産が集積する世界最高水準の拠点を構築する。 

 

２ 教育 

【２】特定の専攻分野を通じて課題を設定して探究するという基本的な思考の枠組みを身に付け

させるとともに、視野を広げるために他分野の知見にも触れることで、幅広い教養も身に付け



  

- 3 - 
 

た人材を養成する。（学士課程） 

【３】研究者養成の第一段階として必要な研究能力を備えた人材を養成する。高度の専門的な職

業を担う人材を育成する課程においては、産業界等の社会で必要とされる実践的な能力を備え

た人材を養成する。（修士課程） 

【４】深い専門性の涵養や、異なる分野の研究者との協働等を通じて、研究者としての幅広い素

養を身に付けさせるとともに、独立した研究者として自らの意思で研究を遂行できる能力を育

成することで、アカデミアのみならず産業界等、社会の多様な方面で求められ、活躍できる人

材を養成する。（博士課程） 

【５】学生の海外派遣の拡大や、優秀な留学生の獲得と卒業・修了後のネットワーク化、海外の

大学と連携した国際的な教育プログラムの提供等により、異なる価値観に触れ、国際感覚を持

った人材を養成する。 

 

３ 研究  

【６】真理の探究、基本原理の解明や新たな発見を目指した基礎研究と個々の研究者の内在的動

機に基づいて行われる学術研究の卓越性と多様性を強化する。併せて、時代の変化に依らず、

継承・発展すべき学問分野に対して必要な資源を確保する。 

【７】地域から地球規模に至る社会課題を解決し、より良い社会の実現に寄与するため、研究に

より得られた科学的理論や基礎的知見の現実社会での実践に向けた研究開発を進め、社会変革

につながるイノベーションの創出を目指す。 

【８】産業界等との連携・共同によりキャリアパスの多様化や流動性の向上を図り、博士課程学

生やポストドクターを含めた若手研究者が、産学官の枠を越えた国内外の様々な場において、

自らの希望や適性に応じて活躍しその能力を最大限発揮できる環境を構築する。 

 

４  その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項 

【９】世界の研究動向も踏まえ、最新の知見を生かし、質の高い医療を安全かつ安定的に提供す

ることにより持続可能な地域医療体制の構築に寄与するとともに、医療分野を先導し、中核と

なって活躍できる医療人を養成する。（附属病院） 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

【10】内部統制機能を実質化させるための措置や外部の知見を法人経営に生かすための仕組みの

構築、学内外の専門的知見を有する者の法人経営への参画の推進等により、学長のリーダーシ

ップのもとで、強靭なガバナンス体制を構築する。 

【11】大学の機能を最大限発揮するための基盤となる施設及び設備について、保有資産を最大限

活用するとともに、全学的なマネジメントによる戦略的な整備・共用を進め、地域・社会・世

界に一層貢献していくための機能強化を図る。 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

【12】公的資金のほか、寄附金や産業界からの資金等の受入れを進めるとともに、適切なリスク

管理のもとでの効率的な資産運用や、保有資産の積極的な活用、研究成果の活用促進のための
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出資等を通じて、財源の多元化を進め、安定的な財務基盤の確立を目指す。併せて、目指す機

能強化の方向性を見据え、その機能を最大限発揮するため、学内の資源配分の最適化を進め

る。 

 

Ⅳ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに当該状況に係る情

報の提供に関する事項 

【13】外部の意見を取り入れつつ、客観的なデータに基づいて、自己点検・評価の結果を可視化

するとともに、それを用いたエビデンスベースの法人経営を実現する。併せて、経営方針や計

画、その進捗状況、自己点検・評価の結果等に留まらず、教育研究の成果と社会発展への貢献

等を含めて、ステークホルダーに積極的に情報発信を行うとともに、双方向の対話を通じて法

人経営に対する理解・支持を獲得する。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 

【14】AI・RPA（Robotic Process Automation）をはじめとしたデジタル技術の活用や、マイナン

バーカードの活用等により、業務全般の継続性の確保と併せて、機能を高度化するとともに、

事務システムの効率化や情報セキュリティ確保の観点を含め、必要な業務運営体制を整備し、

デジタル・キャンパスを推進する。 

 

（３）第４期中期計画 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置  

１ 社会との共創に関する目標を達成するための措置   

（１）先駆的・先端的な研究分野への積極的な支援を更に進めるため、新たに国際高等研究

基幹を創設し、新規性・独創性を備えた発展性のある研究群に対し、従来の枠組みにと

らわれない人事給与システム（新年俸制等）の活用や、学内資源（人事・予算）の戦略

的・重点的な配分、学術研究・イノベーション推進機構が有するサポート体制（研究IR

や技術移転戦略等）の積極活用、「未来粘膜ワクチン研究開発シナジー拠点」の拠点長の

リーダーシップが発揮できる体制整備等を行うことにより、国際的に高く評価される知

的資産を生み出す国際的な教育研究拠点を整備する。 

評

価

指

標 

（１－１）対象とする重点研究群における、大型外部資金獲得件数（科研

費(基盤S、A相当以上)、受託研究(3,000万円以上)、共同研究(1,000万

円以上)） 

   ・基準値（2020年度新規＋継続数）：９件 

  ・目標値（2027年度新規＋継続数）：11件 

 

（１－２）対象とする重点研究群における、高被引用学術論文率（Web of 

Science(WoS)/InCitesのTop10%論文率） 

   ・基準値（2018年）：11.7% 

   ・目標値（2027年）：12.7% 
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２ 教育に関する目標を達成するための措置 

（２）新たな教育改革方針を策定した上で、教養教育の理念を再定義し、高年次にわたる楔型

の教養教育に取り組みつつ、コース・ナンバリングやカリキュラムツリー、カリキュラム

マップを利用して、教養教育と専門教育が有機的に統合した体系的な学士課程教育を提供

する。 

また、学生、教員、職員のそれぞれに対し、学修・教育・プログラムの改善に資する

個々に応じた情報提供と提案を行うシステムであるトリプル・ダッシュボード（教育・学

修データ可視化ツール）を構築し、学生の学びの深化、教員の教育の改善、学修支援専門

職SULA（Super University Learning Administrator）によるきめ細かな指導に活用する。 

アカデミック・リンク・センター（附属図書館を含む）等の学修支援施設においては、教

育情報基盤を活用した学修支援を中心に更なる充実を図る。 

 

評

価

指

標 

（２－１）新たな教育改革方針に基づき、コース・ナンバリング、カリキ

ュラムツリー、カリキュラムマップを毎年度見直し、改訂する。 

 

（２－２）学生、教員、職員三者向けのトリプル・ダッシュボード（教

育・学修データ可視化ツール）を2024年度までに構築し、活用状況を

踏まえ、2027年度に点検・評価を実施する。 

 

（２－３）授業外を含む学修支援活動のオンライン化、もしくはハイブリ

ッド化に2022年度までに着手し、2027年度までに完全移行する。 

 

（３）教育IRを強化し、学生の満足度や履修データ等の分析を踏まえつつ、課題解決型人材の

育成を推進する組織の整備を行い、総合大学の強みを生かしたイシューベースの教育プロ

グラムを構築する。 

また、こうした教育プログラムを連携・発展させ、学際領域の全学教育プログラム（副

専攻）として提供し、専攻分野以外の幅広い知見に触れ、国内外を問わず社会で活躍する

人材に必要とされる能力や素養を身に付けさせる。 

 

評

価

指

標 

（３－１）教育IRに基づき課題解決型人材の育成を推進するため、2022年度

に高等教育センターを設置し、2027年度までに５つ以上のイシューベー

スの教育プログラムを構築する。 

 

（３－２）全学教育プログラム（副専攻）数 

  ・基準値（2021年度）：３ 

・目標値（2024年度）：４ 

（2027年度）：５ 
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（４）専門的知識の活用能力を培うため、体系的なコースワークを中心とする大学院課程教育

の改革を行う。 

また、大学院課程教育における高度な教養教育については、英語運用能力の向上のため

の英語科目や、研究職を含むキャリアパスの拡大に向けた研究推進部門との連携による科

目など、実践的な能力を育成する科目等を拡充し、身に付ける知識やスキルの観点から類

型を拡大し、学生の履修を促進する。 

 

評

価

指

標 

（４－１）体系的なコースワークを中心とする大学院課程教育の改革を実

現するため、すべての大学院課程において2024年度までにカリキュラ

ム改革を行い、2027年度にその点検・評価を実施する。 

 

（４－２）大学院共通教育について、現状の４類型から、2024年度までに

８類型程度に拡大し、2027年度にその点検・評価を実施する。 

 

（４－３）大学院共通教育の受講者数 

（修士・博士総数に占める受講者数の割合） 

   ・基準値（2020年度）：17％ 

・目標値（2024年度）：23％ 

（2027年度）：30％ 

 

（５）世界最高水準の学術研究を牽引する研究大学の実現に向けて、幅広い視野と深い専門性

を涵養する教育を提供し、博士課程学生の研究パフォーマンスの向上を通じて研究業績の

創出を促進させる。併せて、博士課程学生の研究成果を社会実装につなげるための体系的

教育を実施する。 

 

評

価

指

標 

（５－１）博士課程学生の論文等数 

・基準値（2020年度）：  825件 

・目標値（2024年度）：1,000件 

（2027年度）：1,150件 

   

（５－２）博士課程学生の学会等発表数 

・基準値（2020年度）：1,837件 

・目標値（2024年度）：2,100件 

（2027年度）：2,300件 

 

（５－３）大学院共通教育に、2024年度までに研究成果の社会実装に係る

新たな類型を設け、科目を新設する。 
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（６）「千葉大学グローバル人材育成“ENGINE”」プランに基づき、オンラインも活用した多様

な海外派遣プログラムの提供、必要に応じたプログラムの改善等を促進するとともに、国

内外の状況を踏まえて、海外派遣に関する総合的な支援体制を強化する。 

 

評

価

指

標 

（６－１）海外派遣留学者数 

    ・目標値（2027年度） 

留学生数を除いた入学定員数の８割/年 

 

（７）優秀な外国人留学生の受入のため、オンラインも含めた多様な受入プログラムを充実さ

せるとともに、国内外の状況を見極めながら、外国人留学生の受入に関する総合的な支援

体制を強化する。 

 

評

価

指

標 

（７－１）外国人留学生数 

  ・目標値（2027年度）：3,000人/年 

 

３  研究に関する目標を達成するための措置 

（８）先駆的・先端的な研究分野への重点支援と同時に、基礎研究分野や個人研究の推進によ

る学術研究の多様性を確保するため、サポート制度の充実により、幅広い分野における科

学研究費補助金の獲得を目指す。 

併せて、学長主導で戦略的に獲得した外部資金の間接経費等を還流させるシステムの構

築により、安定的な基礎研究継続に必要な資源を確保する。 

 

評

価

指

標 

（８－１）科研費新規採択件数が中区分で国内10位以内の区分数 

  ・基準値（2018～2020年度の平均）：７区分  

  ・目標値（2022～2027年度の平均）：10区分以上 

 

（８－２）外部資金の間接経費の受入額 

  ・基準値（2018～2020年度の平均）：1,312百万円 

  ・目標値（2022～2027年度の平均）：1,612百万円以上 

 

（９）イノベーション創出のための新たな産学官連携拠点「学術研究・イノベーション推進機

構（IMO）」を中心に、中長期的な視点で研究群を支援することにより、知が集積された総

合大学として分野横断的な研究プロジェクトを先導し、社会課題解決に向けた研究を推進

することにより、企業への技術移転や新規ベンチャーを創出し、研究成果を社会に還元す
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る。 

 

評

価

指

標 

（９－１）特許等実施許諾率 

（特許等保有権利件数に対する特許等実施許諾権利 件数の比率） 

  ・基準値（2020年度）：23.54％（181件/769件） 

  ・目標値（2027年度）：30％以上 

 

（10）博士課程（博士後期課程）学生の研究力向上、キャリアパス支援に向けた国内外の研究

機関や民間企業と連携した支援プログラムを構築し、次世代のイノベーション創出の担い

手となる研究者を育成する。 

 

評

価

指

標 

（10－１）プログラムにより支援した学生数 

   ・基準値（2021年度）：20人 

   ・目標値（2027年度）：90人以上 

 

４ その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項に関する目標を達成するための措置 

（11）より安全・安心な医療の実現のために、全職員が働きやすい職場の実現を目指しなが

ら、医療安全管理体制を強化し、医療の質を向上させる。 

 

評

価

指

標 

（11－１）附属病院における職員や委託業者のセミナー等受講率の向上 

   ・基準値（2020年度）： 

職員受講率100％、業者は2021年度より開始 

   ・目標値（2027年度）： 

     職員受講率100%、業者受講率100% 

 

（11－２）附属病院における職員のストレスチェック受検率の向上及び総合

健康リスクが高い部署の低減、並びに長期休業者割合の低減 

 

＜ストレスチェック受検率（対象：全職員）＞ 

・基準値（2019～2021年度の平均）：65％ 

・目標値（2027年度）：85％ 

 

 

＜総合健康リスクが110以上の部署＞ 

・基準値（2021年度）：17部署/72部署 

・目標値（2027年度）：０部署 
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＜メンタル疾患による長期（1か月以上）休業者割合（対象：全職員）＞ 

 ・基準値（2020年度）：1.34％ 

 ・目標値（2027年度）：１％未満 

 

（12）臨床研究の質向上、及び他施設との連携を活性化させる等、臨床研究推進体制をより 

強固なものとし、臨床研究の中核を担う病院として更なる機能向上を目指す。 

 

評

価

指

標 

（12－１）医師主導治験８件以上及び特定臨床研究の実施に伴う論文数45報

以上（英文、査読有）（各年度における過去３年間実績） 

 

（13）職員の研修、医療専門職者の卒前・卒後の一貫した教育を充実させ、質の高い医療の実

践の中核を担う医療人の養成を推進する。 

 

評

価

指

標 

（13－１）多職種連携の研修実施（令和４年度以後、継続的に実施）、全職種

別の研修プログラム策定及び発展的改訂の実施（最終年度までに全職種

に展開） 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（14）学長を中心とする運営組織を基盤としたガバナンス機能を強化するため、実施する業務

の変更等に即した組織の見直しを適切に行うとともに、経営協議会学外委員等、有識者の

意見やステークホルダーからのニーズを適切に業務運営に反映し、柔軟な大学運営を行

う。また、法令等遵守の徹底により、社会からの高い信頼を維持する。 

 

評

価

指

標 

（14－１）業務の変更等に即した組織の見直し・変更の実施 

 

（14－２）経営協議会委員等からの意見を踏まえた大学運営への反映状況を

学外へ公表 

 

（15）多様な人材が交流できる共創スペースの創出、教育研究、医療環境、学生生活の充実の

ため、学内の再開発事業や医療系施設の整備において、新たな施設整備計画を策定し、必

要な施設設備の整備・改修等を計画的に実施する。また、従来型財源に加えて、PPP/PFIな

ど多様な手法を積極的に活用する。 
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評

価

指

標 

（15－１）必要面積に対する多様な手法による施設整備（新築、改修）の実

施状況 

    ・目標値（毎年度）：１件 

 

（16）キャンパスマスタープランに基づき、教育研究活動に配慮しつつ、効率的かつ効果的な

施設利用と老朽化対策を推進する。また、施設マネジメントシステムを運用して、施設の

有効活用とトリアージ及びスペースの再配分を行い、施設の機能強化を推進する。 

 

評

価

指

標 

（16－１）スペース再配分率（当該年度に再配分を実施したスペースの面積

／保有面積） 

 ・基準値（2021年度）：5.7% 

・目標値（毎年度） ：10% 

 

（17）各研究分野において必須または重要と考えられる研究機器・設備を「コアファシリテ

ィ」として認定し、全学的な共有資源として管理を行う。共同利用を前提として利用環境

の整備を行うとともに、その有効活用を促進する。特に部局間・キャンパス間・学外利用

の充実を推進する。 

 

評

価

指

標 

（17－１）コアファシリティ登録機器数 

 ・基準値（2020年度）： 60件 

・目標値（2027年度）：200件 

 

（17－２）共用機器を用いる企業・外部機関の利用件数（過去３年平均） 

   ・基準値（2020年度）：123件 

   ・目標値（2027年度）：250件 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（18）適切なリスク管理のもと、規制緩和措置を踏まえた資産運用の活性化、保有資産の活用

等を行い自主財源の確保・拡大を推進する。 

 

評

価

指

標 

（18－１）資金運用に係る財務収益額 

    ・基準値（2016～2020年度の平均額）： 24,464千円 

    ・目標値（2022～2027年度の累計額）：180,000千円 
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（19）学術研究・イノベーション推進機構（IMO）による戦略的な取組で外部資金の獲得や自己

収入の増加に向けた各種方策を実施し、研究支援人材の確保・育成を行う。また、間接経

費の一部を基盤研究へ還流させ、基盤研究から応用研究、そしてイノベーション創出へと

繋がる流れを循環させる「イノベーション・エコシステム」を推進する。 

 

評

価

指

標 

（19－１）経常収益（病院収益を除く）に対する民間企業等からの研究資金

等受入額（受託+共同+寄附金+特許収入）の比率 

    ・基準値（2019年度）：13.9%（49/354億円） 

    ・目標値（2027年度）：16.5% 

 

Ⅳ  教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに当該状況に係

る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（20）教育研究活動の内部質保証体制を強化するため、実績値等の客観的データに基づいた自

己点検・評価を着実に実施するとともに、評価結果の可視化を通じ、IRを基盤とした法人

経営を実現する。また、多様なステークホルダーに対し、教育研究・社会貢献等の成果を

積極的に発信するとともに、双⽅向型の対話により顕在化した課題の解決を図ることによ

り、大学に求められる社会的役割を意識した法人経営を行う。 

 

評

価

指

標 

（20－１）客観的データの活用を中心とした自己点検・評価制度の学内整備 

 

（20－２）ステークホルダーとの対話によって明らかになった課題解決まで

のPDCAサイクルの構築 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（21）情報推進機構(仮称)を新たに設置し、学内の情報基盤整備、情報セキュリティ確保、教

育・研究及び業務運営に関する情報システム整備等を一体的に企画・管理・運営すること

により、デジタル社会に対応したアカデミア環境を実現する。特にクラウドサービス利用

については、情報セキュリティのPDCAサイクルの確立を図りつつ、業務継続性の確保及び

効率化を図る観点から事務システムのクラウド化を推進する。 

 

評

価

指

標 

（21－１）AI等をはじめとしたデジタル技術を活用した情報システムの整備 

（21－２）職位別研修及び⾃⼰点検の年間実施回数 

・目標値：各年１回以上 

（21－３）クラウドに移行した事務システム等の数 

    ・目標値：30の事務システム 

（21－４）共通データ管理システムを基盤とした教育関連システムの連携に

ついて、現状の４システムから、2024年度までに８システム以上に拡大

し、2027年度までに点検・評価を行いつつ更なる拡大を図る。 
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Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画 

別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額  45億円 

 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り

入れることが想定されるため。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・ 環境健康フィールド科学センター（柏の葉地区）の建物の一部（千葉県柏市柏の葉 

６丁目２番１号 建物（建床）18,851.19㎡･（延床）2,932.36㎡）を譲渡する。 

 

２．重要な財産を担保に供する計画 

・ 附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入に伴い、本学の土地及び建物を

担保に供する。 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

○ 毎事業年度の決算において剰余金が発生した場合は、その全部又は一部を、文部科学大臣

の承認を受けて、教育研究・診療その他の質の向上及び業務運営の改善に充てる。 

 

Ⅹ その他 

１．施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額 

（百万円） 

財 源 

（松戸）ライフライン再生（給排

水設備）、 

（亥鼻）基幹・環境整備（急傾斜

地安全対策）、 

（西千葉）講義棟（工学系）、 

（亥鼻）医学系総合研究棟整備等

事業（PFI事業）、小規模改修 

総額 9,158 施設整備費補助金（9,116） 

（独）大学改革支援・学位授与 

機構施設費交付金（42） 

（注１）施設・設備の内容、金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な

業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修
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等が追加されることもある。 

 

（注２）小規模改修について令和４年度以降は令和３年度同額として試算している。なお、各

事業年度の施設整備費補助金、船舶建造費補助金、（独）大学改革支援・学位授与機構施設

費交付金、長期借入金については、事業の進展等により所要額の変動が予想されるため、

具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等において決定される。 

 

２．人事に関する計画 

（１） 方針 

①大学教員の人員配置については、学長の強いリーダーシップの下、学内資源の再配分によ

り、本学の機能強化の方向性を踏まえた重点分野に教員の再配置を行う。また、多様な人

材による教育研究活動の活性化を図るとともに持続可能な教育研究体制を構築するため、

若手教員、女性教員、外国人教員及び外部人材の採用を拡大する。 

②国内外から優秀な人材を確保するため、従来の枠組みにとらわれない人事給与システム

（新年俸制等）やクロスアポイントメント制度、テニュアトラック制の活用を促進する。 

③世界水準の卓越した大学として、教育力及び研究力を更に向上させ、国際競争力を高める

ため、大学教員の採用に当たっては、公募を基本とし、アカデミック・インブリーディン

グを抑制する。 

④教育研究その他の活動の活性化及び質を向上させるため、教職員の評価を適切に実施し、

評価結果を処遇に反映させる。 

⑤ワーク・ライフ・バランス支援体制を充実させ、女性教職員がその能力を発揮できる環境

を整備し、女性教職員や女性管理職比率の向上を図る。 

⑥高度の専門性を有し、積極的に大学運営の企画立案に参画し得る人材の育成を目指す。 

⑦事務系職員については、近隣の関係機関との計画的な人事交流により人材の育成と多様な

人材の確保を図る。 

 

（２）人員に係る指標 

職員については、大学の業務運営及び人件費計画を踏まえた効率的な人員配置により、人

員抑制及び再配置を行う。 

 

（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み 204,766百万円（退職手当は除く） 

※予算（人件費の見積りを含む）を踏まえて検討 

 

３．コンプライアンスに関する計画 

公的研究費等の不正使用を防止するため、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガ

イドライン」を踏まえて制定した規程に基づき、公的研究費の取扱いについて、適正な管理

及び運営を行う。また、適正な研究活動のため、「研究活動における不正行為への対応等に関

するガイドライン」を踏まえて制定した規程に基づき、適正な研究活動の保持・推進に向け
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た体制の整備・検証を行うとともに、不正行為の未然防止を図るため、研究者倫理教育を実

施し研究者倫理を向上させる。 

 

４．安全管理に関する計画 

学生・教職員の健康管理及び防災・防犯対策等のリスクマネジメントへの取組を進 

め、安心・安全なキャンパスを構築する。 

 

５．中期目標期間を超える債務負担 

中期目標期間を超える債務負担については、当該債務負担行為の必要性及び資金計画への

影響を勘案し、合理的と判断されるものについて行う。 

 

PFI事業として、下記を実施する。 

＜（亥鼻）医学系総合研究棟整備等事業＞ 

・事業総額：19,996百万円 

・事業期間：平成30年３月～令和15年３月（15年間） 

（単位：百万円） 

 年  

 度 

 

  

財 

 

源 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ 

中期

目標

期間

小計 

次期

以降

事業

費 
総事

業費 

施設

整備

費補

助金

及び

自己

収入 

1,309 1,309 1,309 1,309 1,308 1,308 7,851 6,542 14,393 

運営

費交

付金 

348 345 342 338 335 332 2,040 1,612 3,652 

（注１）金額はPFI事業契約に基づき計算されたものであるが、PFI事業の進展、実施状況及

び経済情勢・経済環境の変化等による所要額の変更も想定されるため、具体的な額につ

いては、各事業年度の予算編成過程において決定される。 

（注２）各年度の金額、中期目標期間小計、次期以降事業費、総事業費はそれぞれの金額を

端数処理しているため、合致しない場合がある。 



  

- 15 - 
 

６．積立金の使途 

○ 前中期目標期間繰越積立金については、次の事業の財源に充てる。 

・ 附属病院の機能強化に係る長期整備計画に基づく中央診療A棟・A2棟・にし棟 

 等の施設設備整備の一部 

・ その他教育、研究、診療に係る業務及びその附帯業務 

 

７．マイナンバーカードの普及促進に関する計画 

マイナンバーカードの取得について、活用方法について教職員に周知を行うことで、普及

促進に努める。また、必要に応じて学生への周知を図る。 

 

２ ． 沿革 

昭和24年 千葉医科大学、同附属医学専門部、同附属薬学専門部、千葉師範学校、千葉青年師範学

校、東京工業専門学校、千葉農業専門学校を包括して設置 

学芸学部、医学部、薬学部、工芸学部、園芸学部の5学部、附属図書館、大学附属の腐敗

研究所で発足 

昭和25年 学芸学部を文理学部と教育学部に改組 

昭和26年 工芸学部を工学部と改称 

園芸学部農業別科を設置 

昭和27年 夜間3年制の工業短期大学部を併設 

昭和30年 大学院医学研究科（博士課程）を設置 

昭和39年 大学院薬学研究科（修士課程）を設置 

昭和40年 大学院工学研究科（修士課程）を設置 

昭和43年 文理学部を改組し、人文学部、理学部、教養部を設置 

昭和44年 3年制の養護教諭養成所を附置 

大学院園芸学研究科（修士課程）を設置 

昭和48年 腐敗研究所を生物活性研究所に改称 

保健管理センターを設置 

昭和50年 看護学部を設置 

大学院理学研究科（修士課程）を設置 

園芸学部農業別科の拡充・改組による園芸学部園芸別科を設置 

昭和51年 工業短期大学部を工学部の特設工学課程に改組 

養護教諭養成所を教育学部の養護教諭養成課程に改組 

昭和53年 分析センターを設置 

昭和54年 大学院薬学研究科（博士課程）を設置 

大学院看護学研究科（修士課程）を設置 

昭和55年 有害廃棄物処理施設を設置 

昭和56年 人文学部を改組し、文学部、法経学部を設置 
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昭和56年 情報処理センターを設置 

昭和57年 大学院教育学研究科（修士課程）を設置 

昭和60年 大学院文学研究科（修士課程）を設置 

大学院社会科学研究科（修士課程）を設置 

昭和61年 大学院工学研究科（後期3年博士課程）を設置 

映像隔測研究センターを設置 

昭和62年 大学院理学研究科（後期3年博士課程）を設置 

生物活性研究所の廃止・転換による真核微生物研究センターを設置 

情報処理センターの拡充・改組による総合情報処理センターを設置 

昭和63年 大学院自然科学研究科（後期3年博士課程）を設置 

大学院理学研究科（後期3年博士課程）及び大学院工学研究科（後期3年博士課程）は 

大学院自然科学研究科に振替 

平成３年 留学生センターを設置 

平成４年 アイソトープ総合センターを設置 

特殊教育特別専攻科を設置 

平成５年 大学院看護学研究科（博士課程）を設置 

平成６年 教養部を廃止 

外国語センターを設置 

共同研究推進センターを設置 

平成７年 大学院社会文化科学研究科（後期3年博士課程）を設置 

映像隔測研究センターの廃止・転換による環境リモートセンシング研究センターを設置 

平成８年 大学院理学研究科（修士課程）、大学院工学研究科（修士課程）及び大学院園芸学研究科

（修士課程）を廃止し、大学院自然科学研究科博士前期課程へ移行 

平成９年 真核微生物研究センターの廃止・転換による真菌医学研究センターを設置 

平成11年 海洋バイオシステム研究センター、先進科学教育センター、電子光情報基盤技術研究セ

ンターを設置 

平成13年 大学院医学研究科（博士課程）、大学院薬学研究科（博士前期・後期課程）を改組し、研

究組織として医学研究部、薬学研究部、教育組織として医学薬学教育部（博士課程・4年

博士課程・後期3年博士課程）を設置（平成16年4月に医学研究院、薬学研究院、医学薬

学府に名称変更） 

総合情報処理センターの転換による総合メディア基盤センターを設置 

遺伝子実験施設を設置 

平成15年 

 

フロンティアメディカル工学研究開発センターの新設 

環境健康都市園芸フィールド科学教育研究センターの新設 

平成16年 

 

国立大学法人千葉大学設置 

大学院専門法務研究科（専門職課程）の設置 
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平成16年 国際教育開発センターの設置 

学内共同教育研究施設の改組（バイオメディカル研究センター、電子光情報基盤技術研

究施設、アイソトープ実験施設） 

平成17年 社会精神保健教育研究センターの設置 

学内共同教育研究施設の名称変更（先進科学研究教育センター、ベンチャービジネスラ

ボラトリー） 

平成18年 文学研究科（修士課程）、社会科学研究科（修士課程）、社会文化科学研究科（後期3年博

士課程）を改組し、人文社会科学研究科（博士前期・後期課程）を設置 

普遍教育センターを設置 

国際教育開発センターを改組し、国際教育センターと言語教育センターを設置 

地域観光創造センターを設置 

平成19年 自然科学研究科を改組し、理学研究科、工学研究科、園芸学研究科、融合科学研究科を

設置 

予防医学センターを設置 

平成20年 環境健康都市園芸フィールド科学教育研究センターを環境健康フィールド科学センター

に名称変更 

先進科学研究教育センターを先進科学センターに名称変更 

平成23年 アカデミック･リンク･センターを設置 

千葉大学・上海交通大学国際共同研究センターを設置 

平成24年 未来医療教育研究センターを設置 

平成25年 分析センターを改組し、共用機器センターを設置 

総合メディア基盤センターを改組し、統合情報センターを設置 

フロンティアメディカル工学研究開発センターをフロンティア医工学センターに名称変

更 

平成26年 法経学部を改組し、法政経学部を設置 

平成27年 再生治療学研究センターを設置 

子どものこころの発達教育研究センターの設置 

平成28年 特殊教育特別専攻科を廃止 

普遍教育センターを廃止 

国際教育センターを廃止 

言語教育センターを廃止 

国際教養学部を設置 

平成29年 

 

 

 

 

人文社会科学研究科を改組し、研究組織として人文科学研究院及び社会科学研究院、教

育組織として人文公共学府を設置 

理学研究科、工学研究科及び融合科学研究科を改組し、研究組織として理学研究院及び

工学研究院、教育組織として融合理工学府を設置 

グローバル関係融合研究センターを設置 
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平成29年 融合科学研究科附属分子キラリティー研究センターを改組し、分子キラリティー研究セ

ンターを設置 

平成30年 高等教育研究機構を廃止し、国際未来教育基幹にイノベーション教育センター、高大接

続センター、地域連携教育センターを設置 

 グローバル・キャンパス推進基幹の設置 

 園芸学部園芸別科の廃止 

 ソフト分子活性化センターの設置 

平成31年 国際戦略本部を廃止 

令和元年 植物分子科学研究センターを設置 

令和2年 学術研究推進機構を改組し、学術研究・イノベーション推進機構を設置 

 総合国際学位プログラムを設置 

 国際学術研究院を設置 

 理学研究院附属ハドロン宇宙国際研究センターを改組し、ハドロン宇宙国際研究センタ

ーを設置 

令和3年 ベンチャービジネスラボラトリーを廃止 

 園芸学研究科、看護学研究科を改組し、研究組織として園芸学研究院、看護学研究院、

教育組織として園芸学研究科、看護学研究科を設置 

学長企画室を設置 

デザイン・リサーチ・インスティテュートを設置 

経営戦略基幹を設置 

災害治療学研究所を設置 

令和4年 国際高等研究基幹を設置 

 未来粘膜ワクチン研究開発シナジー拠点を設置 

 

３ ．設立に係る根拠法 

 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号） 

 

４ ．主務大臣（主務省所管局課） 

 文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 

 

５ ．組織図 

 次ページのとおり 
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                                                      令和５年３月３１日現在 
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６ ．所在地 

 本部・西千葉地区：千葉県千葉市稲毛区、亥鼻地区：千葉県千葉市中央区、松戸地区：千葉県松戸市、柏

の葉地区：千葉県柏市、墨田地区：東京都墨田区 

 

７ ．資本金の額  

 150,621,898,983 円（全額政府出資） 

 

８．学生の状況 

総学生数：14,031 人 

（学士課程 10,338 人、修士課程 2,030 人、博士課程 1,164 人、専門職学位課程 98 人 等） 

 

９ ．教職員の状況 

教員 2,129 人（うち常勤 1,177 人、非常勤 952 人） 

職員 2,891 人（うち常勤 1,188 人、非常勤 1,703 人） 

 

（常勤教職員の状況） 

常勤教職員は前年度比で 16 人（0.7％）増加しており、平均年齢は 40 歳（前年度と同じ）となってい

る。このうち、国からの出向者は０人、地方公共団体からの出向者は 81 人、民間からの出向者は４人で

ある。 

 

１０．ガバナンスの状況 

（１）ガバナンスの体制 

  当法人では、国立大学法人千葉大学の組織に関する規則により、執行体制として、学長、理事、副学

長、学長特別補佐、副理事を置き、役員等の氏名・担当分野等を本学ホームページ上で公表している。 

 ◎国立大学法人千葉大学の組織に関する規則（大学 HP) 

https://www.chiba-u.ac.jp/general/JoureiV5HTMLContents/act/frame/frame110000001.htm 

◎役職員（大学 HP) 

https://www.chiba-u.ac.jp/general/management/administrative_staff.html 

 

（２）法人の意思決定体制 

  当法人では、意思決定機関として、大学の重要事項の決定権限を有する「役員会」（国立大学法人千葉

大学役員会規程）、経営に関する権限を有する「経営協議会」（国立大学法人千葉大学経営協議会規程）、

教学に関する権限を有する「教育研究評議会」（国立大学法人千葉大学教育研究評議会規程）を置き、権

限と責任を明確化している。 

◎国立大学法人千葉大学役員会規程（大学 HP) 

https://www.chiba-u.ac.jp/general/JoureiV5HTMLContents/act/frame/frame110000002.htm 

◎国立大学法人千葉大学経営協議会規程（大学 HP) 

https://www.chiba-u.ac.jp/general/JoureiV5HTMLContents/act/frame/frame110000004.htm 

◎国立大学法人千葉大学教育研究評議会規程（大学 HP) 

https://www.chiba-u.ac.jp/general/JoureiV5HTMLContents/act/frame/frame110000001.htm
https://www.chiba-u.ac.jp/general/management/administrative_staff.html
https://www.chiba-u.ac.jp/general/JoureiV5HTMLContents/act/frame/frame110000002.htm
https://www.chiba-u.ac.jp/general/JoureiV5HTMLContents/act/frame/frame110000004.htm
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https://www.chiba-u.ac.jp/general/JoureiV5HTMLContents/act/frame/frame110000005.htm 

 

１１．役員等の状況 

（１）役員の役職、氏名、任期、担当及び経歴                           令和５年３月３１日現在 

 

役職 氏 名 任 期 経 歴 

学長 中山 俊憲 令和3年4月1日～ 
令和7年3月31日 

平成13年 4月 
 
平成17年 4月 
 
平成21年 4月 
 
 
平成24年 1月 
 
平成26年 7月 
 
平成27年 4月 
 

千葉大学大学院医学研究
院教授 
千葉大学バイオメディカル
研究センター長 
千葉大学大学院医学研究
院附属動物実験施設長 
千葉大学未来医療教育研
究センター長 
千葉大学副学長、千葉大
学未来医療教育研究機構
長 
千葉大学大学院医学研究
院長 

理事 
(企画・人事) 

中谷 晴昭 令和3年4月1日～ 
令和5年3月31日 

平成 4年 8月 
平成13年 4月 
 
平成17年 4月 
平成18年 4月 
平成21年 4月 
 
平成26年 4月 
平成29年 4月 

千葉大学医学部教授 
千葉大学大学院医学研究
院教授 
千葉大学評議員 
千葉大学副理事 
千葉大学大学院医学研究
院長 
千葉大学理事(企画担当) 
千葉大学理事(企画・人事
担当) 

理事 
(教育・国際) 

渡邉  誠 令和3年4月1日～ 
令和5年3月31日 

平成19年 4月 
 
平成23年 4月 
 
 
 
平成26年 4月 

千葉大学大学院工学研究
科教授 
千葉大学大学院工学研究
科デザイン科学専攻デザ
イン科学コース長、千葉
大学副学長 
千葉大学理事（教育・国
際担当） 

https://www.chiba-u.ac.jp/general/JoureiV5HTMLContents/act/frame/frame110000005.htm
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理事 
(研究) 

藤江 幸一 令和3年4月1日～ 
令和5年3月31日 

平成 6年 8月 
 
平成10年 4月 
 
平成16年 4月 
 
平成17年 4月 
 
 
平成19年12月 
 
平成20年 4月 
 
 
平成22年 4月 
 
 
平成25年10月 
 
平成26年 4月 
平成26年10月 
 
平成27年 3月 
 
平成28年 4月 
 
平成29年 4月 
 
 
平成29年 4月 
 
令和3年 4月 

豊橋技術科学大学工学部
教授 
豊橋技術科学大学未来技
術流動研究センター長 
豊橋技術科学大学学長補
佐（将来構想担当） 
豊橋技術科学大学未来環
境エコデザインリサーチ
センター長 
横浜国立大学大学院環境
情報研究院教授 
横浜国立大学安全・安心
の科学研究教育センター
長 
日本学術振興会学術シス
テム研究センター主任研
究員 
横浜国立大学研究推進機
構研究戦略推進部門長 
横浜国立大学学長補佐 
横浜国立大学先端科学高
等研究院副高等研究院長 
横浜国立大学先端科学高
等研究院教授 
栗田工業株式会社技術顧
問（非常勤） 
横浜国立大学先端科学高
等研究院研究戦略企画マ
ネージャー（非常勤） 
いであ株式会社顧問（非
常勤） 
千葉大学理事(研究担当) 

理事 
(運営基盤・情

報) 

金原 恭子 令和3年4月1日～ 
令和5年3月31日 

平成13年 4月 
平成16年 4月 
 
平成25年 4月 
 
平成26年 4月 
平成29年 4月 
 
平成29年 4月
平成31年 4月 

千葉大学法経学部教授 
千葉大学大学院専門法務
研究科教授 
千葉大学大学院専門法務
研究科長 
千葉大学経営協議会委員 
千葉大学大学院社会科学
研究院教授 
千葉大学評議員 
千葉大学大学院社会科学
研究院長 
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理事 
(総務) 

兼事務局長 

手島 英雄 令和3年4月1日～ 
令和5年3月31日 

平成 23 年 4 月 

 

平成 25 年 4 月 

 

平成 28 年 4 月 

 

 

平成 31 年 4 月 

 

千葉大学医学部附属病院事務

部長 

文部科学省高等教育局医学教

育課大学病院支援室長 

大学改革支援・学位授与機構

審議役（兼）国立大学施設支

援センター事務室長 

静岡大学副学長・事務局長 

理事 
(法務) 

[非常勤] 

堀   裕 令和3年4月1日～ 
令和5年3月31日 

平成元年12月 
 
平成 4年 4月 
 
平成11年 4月 
 
 
平成16年 4月 
 
 
 
平成17年 4月 

堀裕法律事務所(現 堀総
合法律事務所)代表弁護士 
第一東京弁護士会常議委
員会副議長 
一橋大学大学院国際企業
戦略研究科非常勤講師(金
融関係法) 
千葉大学理事(財務・法務
担当)(非常勤)、千葉大学
大学院専門法務研究科非
常勤講師(企業法務) 
千葉大学理事(法務担
当)(非常勤) 

理事 
(経営・基金) 

[非常勤] 

岩崎 俊博 令和3年4月1日～ 
令和5年3月31日 

昭和56年  4月  
平成16年 4月 
 
平成20年 4月 
 
平成23年 4月 
 
平成23年 6月 
平成26年 4月 
 
 
 
 
 
平成29年 4月 
 
平成29年 6月 
平成31年 7月 
令和 2年 3月 
令和 2年 4月 
令和 2年10月 
 
令和 3年 4月 
 

野村證券株式会社入社 
同 ファイナンシャルマネ
ジメント本部執行役 
野村信託銀行株式会社代
表取締役社長兼CEO 
野村アセットマネジメン
ト株式会社副社長 
同 代表執行役会長兼CEO 
野村ホールディングス株
式会社執行役員・中国事
業委員会主席、野村證券
株式会社代表執行役副社
長、株式会社野村資本市
場研究所社長兼CEO 
株式会社野村資本市場研
究所顧問 
日本投資信託協会会長 
野村證券株式会社顧問 
退任 
株式会社IKY代表取締役 
株式会社日本旗艦キャピ
タル株式会社代表取締役 
千葉大学理事(経営・基金 
担当)(非常勤) 
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監事 角倉 英司 令和2年9月1日～ 
令和6年8月31日 

昭和54年 4月 
 
平成12年 5月 
 
平成16年 5月 
 
平成17年 4月 
 
平成18年 6月 
 
平成19年 4月 
 
平成20年 4月 
 
平成20年 7月 
 
平成23年 3月 
平成23年 4月 
 
 
平成23年 6月 
平成24年 7月 
 
平成27年 6月 
平成27年 6月 
 
平成28年 6月 
 
 

安田信託銀行株式会社入
社 
安田信託銀行株式会社不
動産投資顧問部長 
みずほ信託銀行財務企画
部長 
みずほ信託銀行札幌支店
長 
みずほ信託銀行執行役員
札幌支店長 
みずほ信託銀行執行役員
不動産企画部長 
みずほ信託銀行常務執行
役員不動産鑑定部長 
みずほ信託銀行常務執行
役員 
みずほ信託銀行退任 
日本株主データサービス
株式会社代表取締役副社
長 
日油株式会社社外監査役 
日本株主データベース株
式会社代表取締役社長 
日油株式会社退職 
ダイニック株式会社社外
監査役 
日本株主データベース株
式会社退職 
 

監事 
[非常勤] 

山本 友子 令和2年9月1日～ 
令和6年8月31日 

平成12年 4月 
平成13年 4月 
 
平成13年12月 
平成20年 6月 
平成23年 4月 
 
平成23年 4月 
 
平成27年 3月 
平成27年 4月 
平成27年 4月 
 
平成28年 4月 
 
令和 2年 9月 
令和 3年 3月 

千葉大学薬学部教授 
千葉大学大学院薬学研究
院教授 
千葉大学学長補佐 
千葉大学学長特別補佐 
千葉大学大学院医学薬学
府長 
千葉大学学長選考会議委
員 
千葉大学退職 
千葉大学名誉教授 
千葉大学真菌医学研究セ
ンター特任教授 
帝京大学アジア国際感染
症制御研究所特任教授 

千葉大学監事（非常勤） 

帝京大学アジア国際感染
症制御研究所特任教授退
任 

 

（２）会計監査人の氏名又は名称 

  有限責任監査法人トーマツ 
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Ⅲ 財務諸表の概要  

１ ．国立大学法人等の長による財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の分析 

（１）貸借対照表 

①貸借対照表の要約の経年比較(5年) 

                                 （単位：百万円） 

区分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

資産合計 222,749 230,089 265,102 266,848 267,163 

負債合計 61,883 69,190 96,780 98,268 85,861 

純資産合計 160,865 160,898 168,321 168,579 181,301 

 

②当事業年度の状況に関する分析 

参照：https://www.chiba-u.ac.jp/general/disclosure/announce/finance.html 

 

（単位：百万円） 

資 産 の 部 金 額 負 債 の 部 金 額 

固定資産 

 有形固定資産 

  土地 

   土地 

   減損損失累計額 

  建物 

   建物  

   減価償却累計額 

      減損損失累計額 

  構築物 

   構築物 

   減価償却累計額 

      減損損失累計額 

  工具器具備品 

   工具器具備品 

   減価償却累計額 

  図書 

  建設仮勘定 

  その他の有形固定資産 

 無形固定資産 

 投資その他の資産 

 

流動資産 

225,518 

223,691 

128,537 

128,547 

△10 

71,907 

131,718 

△59,697 

△113 

5,019 

9,304 

△4,277 

△7 

12,726 

53,634 

△40,908 

4,849 

497 

154 

831 

995 

 

41,644 

固定負債 

 長期繰延補助金等 

 長期寄附金債務 

 大学改革支援・学位授与機構 

債務負担金 

 長期借入金 

 引当金 

  退職給付引当金 

    環境対策引当金 

 その他の固定負債 

 

流動負債 

 運営費交付金債務 

 寄附金債務 

 一年以内返済予定大学改革支援・ 

学位授与機構債務負担金 

 一年以内返済予定長期借入金 

 未払金 

 その他の流動負債 

56,800 

2,721 

88 

 

13 

36,093 

1,247 

1,193 

53 

16,636 

 

29,060 

98 

8,303 

 

26 

2,147 

11,595 

6,888 

 

 

負債合計 85,861 

純 資 産 の 部  

https://www.chiba-u.ac.jp/general/disclosure/announce/finance.html
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 現金及び預金 

 未収学生納付金収入 

 未収附属病院収入 

  未収附属病院収入 

  徴収不能引当金 

その他の未収入金 

 その他の流動資産 

27,418 

207 

7,569 

7,677 

△108 

2,366 

4,082 

 

資本金 

 政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

その他有価証券評価差額金 

150,621 

150,621 

10,774 

19,904 

0 

純資産合計 181,301 

資産合計 267,163 負債純資産合計 267,163 

 

（資産合計） 

令和４年度末現在の資産合計は前年度比315百万円（0.1％）（以下、特に断らない限り前年度比）増の267,163

百万円となっている。 

主な増加要因としては、東京大学との土地交換により、土地が2,300百万円(1.8%)増の128,537百万円とな

ったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、建物及び建物附属設備が当期取得額よりも減価償却費が上回ったことにより、

2,040百万円（2.8％）減の71,907百万円になったことが挙げられる。 

 

（負債合計） 

令和４年度末現在の負債合計は12,407百万円（12.6％）減の85,861百万円となっている。 

主な増加要因としては、令和３年度の特殊要因（中期目標期間終了の伴う清算）の影響及び会計基準の改

訂にともなう収益化による増加により、預り施設費が429百万円増の429百万円となったこと、未払金が一般

未払金590百万円増やリース債務未払金114百万円増に伴う増加により、697百万円(6.4%)増の11,595百万円と

なったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、会計基準改訂による資産見返負債廃止に伴う会計処理により、16,189百万円減と

なったことが挙げられる。 

 

（純資産合計） 

令和４年度末現在の純資産合計は12,722百万円（7.5％）増の181,301百万円となっている。 

主な増加要因としては、文部科学大臣の承認による前中期目標期間繰越積立金の増加及び資産見返負債廃

止などによる未処分利益の増加により、利益剰余金が11,829百万円（146.4％）増の19,904百万円となったこ

と、資本剰余金が施設整備費等を財源とした固定資産の取得により、892百万円（9.0％）増の10,774百万円

となったことが挙げられる。 
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（２）損益計算書 

①損益計算書の要約の経年比較(5年) 

（単位：百万円） 

区分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

経常費用 70,470 70,827 73,277 79,843 83,170 

経常利益 758 977 2,130 1,406 76 

当期総損益 647 900 1,771 1,394 11,919 

 

令和４年度  当期総利益が11,919百万円と、前年度比10,524百万円増（754.8%増）となっている。これは、

会計基準改訂により資産見返負債が廃止となったことが要因である。 

 

②当事業年度の状況に関する分析 

参照：https://www.chiba-u.ac.jp/general/disclosure/announce/finance.html 

                                （単位：百万円）       

区 分 金 額 

経常費用（Ａ）   83,170 

 業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  診療経費 

  教育研究支援経費 

  受託研究費等 

  人件費 

 一般管理費 

 財務費用 

 雑損 

80,655 

3,603 

4,495 

29,808 

1,458 

4,165 

37,124 

2,198 

263 

52 

経常収益（Ｂ） 83,246 

 運営費交付金収益 

 学生納付金収益 

 附属病院収益 

 受託研究収益等 

 寄附金収益 

 その他の収益 

18,346 

9,438 

40,474 

5,116 

2,253 

7,616 

臨時損益（Ｃ） 11,786 

前中期目標期間繰越積立金取崩額（Ｄ） 56 

当期総利益（当期総損失）（Ｂ-Ａ+Ｃ+Ｄ） 11,919 
 

 

https://www.chiba-u.ac.jp/general/disclosure/announce/finance.html
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（経常費用）  

令和４年度の経常費用は 3,327 百万円（4.1％）増の 83,170 百万円となっている。 

主な増加要因としては、診療経費が注射薬などの医薬品費の増加などにより、2,423 百万円（8.8％）増の

29,808 百万円となったこと、教育経費が消耗品や備品等の経費削減の一方で、水道光熱費や外国旅費等の増

加により、174 百万円(5.0%)増の 3,603 百万円となったことが挙げられる。 

 

（経常収益） 

令和４年度の経常収益は 1,996 百万円（2.4％）増の 83,246 百万円となっている。 

主な増加要因としては、附属病院収益が新型コロナウイルス病床を確保しながらも、効率的な病床運用を

することにより、2,676 百万円（7.0％）増の 40,474 百万円となったこと、受託研究収益等が受入額の増によ

り、517 百万円（11.2％）増の 5,116 百万円となったこと、また、運営費交付金収益が令和３年度の特殊要因

（医学系総合研究棟移転経費）の影響により、1,337 百万円（6.8％）減の 18,346 百万円となったこと挙げら

れる。 

 

（当期総損益） 

上記経常損益の状況及び臨時損失として固定資産除却損 199 百万円、減損損失 63 百万円、損害賠償損失 4

百万円、その他臨時損失 246 百万円、臨時利益として固定資産売却益 3 百万円、資産見返負債戻入 12,284 百

万円、償却債権取立益 3 百万円、受取保険金 9 百万円を計上した結果、令和４年度の当期総損益は 10,525 百

万円（755％）増の 11,919 百万円となっている。 

 

（３）キャッシュ・フロー計算書 

①貸借対照表の要約の経年比較(5年)                                               （単位：百万円）                     

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

業務活動による 

キャッシュ･フロー 

5,725 6,081 8,552 11,538  7,888 

投資活動による 

キャッシュ･フロー 

△4,469 △4,300 △10,588 △11,127  1,587 

財務活動による 

キャッシュ･フロー 

1,749 3,593 9,818 △2,616  △5,033 

資金期末残高 8,023 13,397 21,180 18,975  23,418 

 

令和元年度 財務活動によるキャッシュ・フローが3,593百万円と、前年度比1,844百万円増（105.4％増）

となっている。これは、長期借入れによる収入の増加が要因である。 

 

令和２年度 投資活動によるキャッシュ・フローが△10,588百万円と、前年度比6,287百万円減（146.1％

減）となっている。これは、有価証券の償還による収入の減少が要因である。 

財務活動によるキャッシュ・フローが9,818百万円と、前年度比6,225百万円増（173.2％増）となっている。

これは、長期借入れによる収入の増加が要因である。 
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令和３年度 財務活動によるキャッシュ・フローが△2,616百万円と、前年度比12,435百万円減（126.6％

減）となっている。これは、長期借入れによる収入の減少が要因である。 

 

令和４年度 投資活動によるキャッシュ・フローが1,587百万円と、前年度比12,714百万円増（114.2％増）

となっている。これは、定期預金の払戻による収入の増加が要因である。 

 

②当事業年度の状況に関する分析 

参照：https://www.chiba-u.ac.jp/general/disclosure/announce/finance.html 

 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和４年度の業務活動によるキャッシュ・フローは3,650百万円減（31.6％減）の7,888百万円となってい

る。 

主な減少要因としては、昨年度あった大口の寄附金収入の減少が挙げられる。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

令和４年度の投資活動によるキャッシュ・フローは12,714百万円増（114.2％増）の1,587百万円となって

いる。 

主な増加要因としては、定期預金の払戻による収入の増加が挙げられる。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和４年度の財務活動によるキャッシュ・フローは2,417百万円減（92.3％減）の△5,033百万円となって

いる。 

主な減少要因としては、長期借入れによる収入の減少及びPFI債務の返済による支出の増加が挙げられる。 

 

 

 

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） 7,888 

原材料、商品又はサービスの購入による支出 

人件費支出 

 その他の業務支出 

 運営費交付金収入 

 学生納付金収入 

 附属病院収入 

 その他の業務収入 

△33,590 

△37,470 

△2,444 

18,445 

8,556 

40,092 

14,299 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） 1,587 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） △5,033 

Ⅳ資金に係る換算差額（Ｄ） - 

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 4,443 

Ⅵ資金期首残高（Ｆ） 18,975 

Ⅶ資金期末残高（Ｇ＝Ｅ＋Ｆ） 23,418 

https://www.chiba-u.ac.jp/general/disclosure/announce/finance.html
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（４）主なセグメントの状況 

 ①附属病院セグメント 

医学部附属病院は、「人間の尊厳と先進医療の調和を目指し、臨床医学の発展と次世代を担う医療人の 

育成に努める。」という理念の下、先端医療の開発・実践を行うとともに、千葉県における地域医療の中核

的役割を担っているほか、これを支える人間性豊かな優れた医療人を育成するという機能を果たしている。 

令和４年度においては、引き続き新型コロナウイルス感染症へ対応するため、一部病棟のコロナ専用病床

への転用、病床稼働率の制限等を実施したが、診療報酬稼働額（入院・外来合計）は約 40,534 百万円と過去

最大となった。また、従来からの病院経営の柱である新入院患者の増、診療の収益性の向上のため、早期退

院や病床運用の効率化を図り、コロナ禍においても入院診療単価は令和４年度（３月末時点）107,697 円（前

年度比 5,104 円、5.0％増）と過去最大になった。一方、医療費率は 45％を超え、診療報酬稼働額に占める高

額薬剤等の影響が色濃く反映される状況にあり、早急に改善を検討すべき課題となっている。また、世界的

な物価高による急激な光熱費の増加は病院経営を圧迫し続けており、令和５年度以降はこれまで以上に健全

かつ安定した経営を維持していくため、新入院患者数・新外来患者数・手術件数の増等の高い目標の達成が

求められる。附属病院セグメントにおける事業の実施財源は、附属病院収益 40,474 百万円（81.79％（当該

セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、運営費交付金収益 2,912 百万円（5.89％）、その他（補助金等

収益など）6,100 百万円（12.33％）となっている。一方、事業に要した経費は、診療経費 29,808 百万円、教

育経費 48 百万円、研究経費 463 百万円、人件費 17,272 百万円、一般管理費 354 百万円、その他（受託研究

費など）1,281 百万円となっている。 

本院では、法人化以降、国からの運営費交付金が毎年減少していく厳しい経営状況が続くことから、老朽

化する建物・機器設備更新の多くを借入金に頼らざるを得ないほか、医療の高度化に伴う高額医療機器等の

導入についても十分に対応できているとは言えない状況が続く。このような中、病院職員が一丸となって目

標の達成及び病院機能の向上を推進するとともに、高騰する医療費や光熱費等の経費削減にも努めながら、

附属病院の事業を安定的に継続できるように取り組んでいる。 

令和４年度においては、借入金の元金返済額（見合いの収益）が減価償却費（費用）を上回ることから、

その差額 260 百万円が経常利益となる一方、見かけの利益（減価償却期間と返済期間との差から生じる現金 

が伴わない利益）は借入金の返済に充てている。 

引き続き、特定機能病院として安全で高度な医療を提供しながら、地域医療の最後の砦としての役割を 

果たしていく。 

 

附属病院セグメントにおける収支の状況 

（令和４年４月１日～令和５年３月３１日） （単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ業務活動による収支の状況（Ａ） 6,013 

 人件費支出 

 その他の業務活動による支出 

 運営費交付金収入 

  附属病院運営費交付金 

  基幹運営費交付金（ミッション実現加速化経費） 

△ 16,319 

△ 25,593 

2,912 

- 

68 
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  特殊要因運営費交付金 

  その他の運営費交付金 

 附属病院収入 

 補助金等収入 

 その他の業務活動による収入 

225 

2,618 

40,474 

4,087 

452 

Ⅱ投資活動による収支の状況（Ｂ） △ 613  

 診療機器等の取得による支出 

 病棟等の取得による支出 

 無形固定資産の取得による支出 

 施設費収入 

 有形固定資産及び無形固定資産売却による収入 

 その他の投資活動による支出 

 その他の投資活動による収入 

 利息及び配当金の受取額 

△ 444 

△ 153 

△ 14 

- 

- 

- 

- 

- 

Ⅲ財務活動による収支の状況（Ｃ） △ 2,431 

 借入れによる収入 

 借入金の返済による支出 

 大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出 

 借入利息等の支払額 

 リース債務の返済による支出 

 その他の財務活動による支出 

 その他の財務活動による収入 

 利息の支払額 

- 

△ 2,057 

△ 74 

△ 96 

△ 195 

- 

- 

△ 6 

Ⅳ収支合計（Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 2,968 

Ⅴ外部資金による収支の状況（Ｅ） 359 

 寄附金を財源とした事業支出 

 寄附金収入 

 受託研究・受託事業等支出 

 受託研究・受託事業等収入 

△ 174 

232 

△ 1,121 

1,422 

Ⅵ収支合計（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ） 3,328 
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②園芸学研究院・園芸学部セグメント  

 園芸学研究院・園芸学部セグメントは園芸学部及び園芸学研究科、園芸学研究院により構成され、わが国

唯一の国立大学園芸学部及び「食と緑」の総合研究科として、食料資源の生産・利用・流通、人と自然が共

生する生活環境の保全・創造、人々の健康・福祉、さらには地球環境科学まで、人間生活に直結する重要か

つ広範な課題に対して、自然科学のみならず社会科学・人文科学をも含む文理融合的なアプローチにより、

学際的・国際的に幅広い視野から教育研究することを目的としている。 

 令和４年度においては、本目的を実現するために宇宙環境で人間が活動していく上で不可欠な園芸作物の

育種や栽培、資源循環に関する研究を行う「園芸学研究院附属宇宙園芸研究センター」を設置し、月面など

宇宙居住の実用化への貢献に加え、地球上での農業生産・リサイクル・環境保全の技術、植物工場の商業生

産の加速や農業のゼロエミッション技術への展開を図るべく研究を進めている。 

園芸学研究院・園芸学部セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付金収益 874 百万円（44.4％（当

該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、学生納付金収益 787 百万円（40.0％）、受託研究収益等 163

百万円(8.3％)となっている。また、事業に要した経費は、教育経費 261 百万円、研究経費 194 百万円、受託

研究費等 148 百万円、人件費 1,046 百万円、一般管理費 67 百万円となっている。 

 

③生物科学系センター等セグメント   

生物科学系センター等セグメントはバイオメディカル研究センター、社会精神保健教育研究センター、予

防医学センター、未来医療教育研究センター、再生治療学研究センター、子どものこころの発達教育研究セ

ンター、植物分子科学研究センター、災害治療学研究所、未来粘膜ワクチン研究開発シナジー拠点により構

成され、生物科学にまつわる様々な問題を解決することを目的としている。 

令和４年度においては、感染・免疫低下・ストレスなどを招く台風災害や新興感染症などに対する国民の

長期的不安の解消という社会的ニーズに応じて、千葉大学の誇る医学・薬学・看護学の医療系研究基盤と、

食・緑・ライフサポートなどの園芸学や、真菌医学研究センター・治療学人工知能研究センターなどの多彩

な研究特色を活かし、ポストコロナ新時代の災害医療・災害看護システム構築に資する「災害治療学研究モ

デル」の樹立と人材育成を推進するため、災害治療学研究所を新設した。 

生物科学系センター等セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付金収益 178 百万円（19.1％（当

該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、受託研究収益等 560 百万円(60.2％)、寄附金収益 89 百万円

(9.7%)となっている。また、事業に要した経費は、教育経費 20 百万円、研究経費 275 百万円、受託研究費等

487 百万円、人件費 319 百万円、一般管理費 7 百万円となっている。 

 

２． 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

当期総利益 11,919,445,786 円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究・診療業務の資質

向上及び運営組織の改善業務に充てるため、1,916,543,872 円を目的積立金として申請している。 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 56,650,017 円は、前中期目標期間の剰余金の使途において定めた退職給

付費用等に充てるため、文部科学大臣から承認を受けた 8,041,259,961 円のうち 56,650,017 円について取り

崩したものである。 
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３．重要な施設等の整備等の状況 

（１） 当事業年度中に完成した主要施設等 

（亥鼻）災害治療学研究所新営工事          取得原価 1,943 百万円 

（西千葉）次世代モビリティパワーソース研究センターⅡ新営その他工事 

取得原価  344 百万円 

（柏の葉）（仮称）管理棟等新営その他工事       取得原価  543 百万円 

（西千葉）工学部１５号棟等空調設備改修工事     取得原価  164 百万円 

（医病）臨床試験部棟改修その他工事         取得原価   34 百万円 

（松戸）急傾斜地対策工事              取得原価   26 百万円 

（亥鼻）医薬系総合研究棟Ⅰ空調設備改修工事     取得原価   62 百万円 

（亥鼻）医薬系総合研究棟Ⅰ８階動物実験施設改修工事 取得原価   80 百万円 

（西千葉）統合情報センター非常用発電機設置に伴う改修電気設備工事 

取得原価   33 百万円 

（墨田）校舎（漢方研究所）改修工事         取得原価  156 百万円 

（医病）中庭環境整備工事              取得原価   19 百万円 

（亥鼻）急傾斜地対策工事              取得原価  118 百万円 

（柏の葉）基幹整備（排水設備）工事         取得原価   43 百万円 

（亥鼻）医薬系総合研究棟１～３階空調設備改修工事  取得原価  103 百万円 

（亥鼻）看護・医薬系総合教育研究棟屋上防水他改修工事取得原価   50 百万円 

（医病）ひがし棟７階無菌病室他空調機更新工事    取得原価    8 百万円 

 

（２） 当事業年度中において継続中の主要施設等の新設・拡充 

（西千葉）工学系講義棟新営工事 

（当該事業年度増加額 925 百万円、総投資見込額 929 百万円） 

（松戸）ライフライン再生（給水設備）工事 

（当該事業年度増加額  69 百万円、総投資見込額  69 百万円） 

 

（３） 当事業年度中に処分した主要施設等 

（柏の葉）予防医学センター研究棟等の売却 

(取得価格 819 百万円、減価償却累計額 450 百万円、売却額 368 百万円) 

 

（４） 当事業年度中において担保に供した施設等 

      該当なし 
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４．予算と決算との対比   

参照：https://www.chiba-u.ac.jp/general/disclosure/announce/finance.html 

 

                      （単位：百万円）      

 

※詳細については各年度の決算報告書を本学ホームページ上で公表しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 30 年度 令和元年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 74,584 74,460 80,590 80,230 89,129 99,863 78,145 87,587 81,277 85,087  

 運営費交付金収入 

 補助金等収入 

 学生納付金収入 

 附属病院収入 

 その他収入 

17,905 

1,077 

7,948 

33,679 

13,973 

18,088 

1,316 

7,893 

35,081 

12,079 

18,092 

742 

7,883 

35,051 

18,822 

18,369 

1,169 

7,778 

36,297 

16,620 

20,603 

1,288 

8,491 

36,976 

21,768 

20,201 

7,249 

8,092 

35,064 

29,255 

18,415 

1,079 

8,450 

36,649 

13,547 

20,051 

6,555 

8,406 

37,215 

15,356 

18,107 

1,643 

8,656 

40,311 

12,556 

18,346 

5,763 

8,556 

40,106 

12,312 

補正予算 

新型コロナ関連 

入学・志願者数減 

入院患者減 

財産処分収入 

支出 74,584 73,174 80,590 77,652 89,129 88,498 78,145 83,344 81,277 85,256  

 教育研究経費 

  

診療経費 

その他支出 

23,683 

 

35,405 

15,494 

23,375 

 

36,147 

13,651 

24,152 

 

36,723 

19,714 

23,673 

 

36,637 

17,341 

29,134 

 

39,747 

20,246 

24,230 

 

34,780 

29,488 

24,449 

 

39,091 

14,601 

26,559 

 

37,773 

19,010 

24,576 

 

41,394 

15,304 

28,006 

 

39,173 

18,075 

過年度収入によ

る支出 

補助金を充当 

補助金増 

収入-支出 - 1,285 - 2,578 - 11,364 - 4,243 - △168  

https://www.chiba-u.ac.jp/general/disclosure/announce/finance.html
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Ⅳ 事業に関する説明 

１．財源の状況 

 当法人の経常収益は 83,246 百万円で、その内訳は、附属病院収益 40,474 百万円（48.6％（対経常収益

比、以下同じ。））、運営費交付金収益 18,346 百万円（22.0％）、授業料収益 8,128 百万円（9.8％）、その他

収益 16,298 百万円(19.5%)となっている。 

 

２．事業の状況及び成果 

（１）教育に関する事項 

 ・渡航を伴う留学プログラム再開 約 700 名の学生が渡航 

 コロナ禍により中止していた留学プログラムの一部が

令和４年８月より再開し、令和４年度中に 700 名以上の

学生が渡航した。オンライン留学も、様々な理由で渡航

が難しい国・地域等における学びが可能になるなどの利

点があることから引き続き提供していく。今後も、学生

が安心して学べるよう渡航中の危機管理体制を強化しつ

つ、留学プログラムの拡充を進める。 

 

 

 

（２）研究に関する事項 

 ・特殊環境における食料生産システムの開発へ「園芸学研究院附属宇宙園芸研究センター」の設置 

令和５年１月、宇宙環境で人間が活動していく上で不

可欠な園芸作物の育種や栽培、資源循環に関する研究を

行う「園芸学研究院附属宇宙園芸研究センター」を設置

した。月面など宇宙居住の実用化への貢献に加え、地球

上での農業生産・リサイクル・環境保全の技術、植物工

場の商業生産の加速や農業のゼロエミッション技術への

展開も期待されている。 

 

 

（３）医療に関する事項 

  国立大学法人の重要な事業の一つである医療において、医学部附属病院ではこれまで「人間の尊厳と先

進医療の調和を目指し、臨床医学の発展と次世代を担う医療人の育成に努める。」という理念の下、患者

の意思を尊重した安心・安全な医療を提供するとともに、先端医療の開発や将来を担う優秀な医療人の育

成を行ってきた。令和４年度における医療に関する状況及び成果は下記のとおりである。 

 

 

 

 

アルバータ大学プログラム（カナダ）の様子 

想定される月面農場のイメージ（上）と月面植物

工場を想定したトマト・イネの水耕栽培（下） 
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①医学部附属病院における新型コロナウイルス感染症への対応 

令和２年２月１日から令和５年３月 31 日までに主に重症患者を中心に延べ 1,062 名の患者を受け入

れた。令和４年度における医学部附属病院の新型コロナウイルス感染症への対応として、主に以下の取

組を実施している。 

・令和４年７月、医学部附属病院と医学研究院（免疫発生学）が令和２年７月から取り組んできた、

「新型コロナウイルスの重症化メカニズムを解明する臨床研究」の成果が米国科学アカデミー紀要

「Proceedings of the National Academy of Sciences」誌のオンライン版に掲載された。重症度が

増すにつれ、特定のタンパク質「ミルナイン」の濃度が高くなる傾向を世界で初めて突き止めた。 

・新型コロナウイルス感染症の影響を受けた就業者・失業者・非正規雇用労働者等に対し、ＤＸ等成

長分野を中心に大学・高等専門学校、専門学校等を拠点とした就職・転職支援に繋がるプログラム

を提供しキャリアアップ・キャリアチェンジを図るために、「キャリアアップを見据えた介護・医

療・福祉 DX＋人材育成プログラム」（文部科学省「DX 等成長分野を中心とした就職・転職支援のた

めのリカレント教育推進事業」）を令和４年 10 月から令和５年１月までの約３ヶ月間開催し、全体

受講者 18 名、部分受講者 169 名が参加している。 

・令和４年 10 月、新たな看護体制「INET」（Infectious disease Nursing Elite Team）を結成した。

INET は手指衛生や防護服の着脱等の特別研修やトレーニングを受けた感染症看護の精鋭チームであ

り、感染拡大時に一般病棟からコロナ病棟に招集し、INET としてコロナ対応を経験した後、各病棟

に再配置することにより、コロナ対応で得た知識や経験を各病棟に伝え、コロナ診療と一般診療の

両立を目指し活動している。 

・令和５年２月、これまでの千葉県の病床確保計画に基づき確保した病床によらず、本院に設置する

全ての診療科の一般病床で入院治療が受け入れられる体制を整備した。病棟各フロアにつき２～４

床をコロナ患者用即応病床として確保し、令和５年５月８日からの感染症法上「５類」への引き下

げ変更を待たずに運用を開始し、大学病院としての高度な医療との両立を図っている。 

 

②医学部附属病院における医師の働き方改革への対応 

・医師の働き方改革への対応として、令和３年 10 月より導入した勤怠管理システム（Dr.JOY）を活用

し、令和４年度は兼業先の労働時間も含めた勤務時間の適正把握に努めつつ、医師の労働時間短縮

計画を作成した。また、労働時間短縮計画に従い、医師間のタスクシェア、多職種へのタスクシフ

ト導入（特定行為看護師や医師事務作業補助者の増員）、夜間勤務体制の在り方（変形労働時間制）

等の整備を実施している。 

 

③医学部附属病院における高度で先進的な医療やその他の教育研究、地域貢献に関する活動 

・医療需要が増大する一方で病院経営を取り巻く環境は厳しく、効率的かつ戦略的な病院経営が求めら 

れる中、医療の特殊性を理解した経営マインドやマネジメントスキルを持つ人材の育成が重要となっ 

ていることを踏まえ、平成 30 年度から継続して履修証明プログラム「ちば医経塾－病院経営スペシ 

ャリスト養成プログラム－」を実施した。 

・令和４年３月 25 日にウクライナで砲撃を受けて大けがをし、日本に避難したウクライナ人男性を 

令和４年５月 21 日に受け入れた。約３か月に及ぶ入院生活を終え、令和４年８月 26 日に退院され 

ている。 
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・特定機能病院における医療の質・安全のさらなる向上のために日本医療機能評価機構が実施する第 

三者評価を受審し、令和４年 11 月４日付けで病院機能評価（一般病院３）の認定を受けた。 

・柏の葉キャンパスにある柏の葉診療所を千葉大学墨田サテライトキャンパス（東京都墨田区）に移 

転し、新たに「千葉大学医学部附属病院 東洋医学センター 墨田漢方研究所」として令和５年１月

24 日に診療を開始した。研究所内は、「五感をシミュレートする漢方研究所」というコンセプトに基

づき、五感を再認識するための様々な工夫が凝らされている。 

 

（４）社会貢献に関する事項 

 ・千葉大学の最先端研究を社会へ発信 「CHIBADAI NEXT（チバダイ・ネクスト）」開設 

 

千葉大学の各分野の最先端の研究内容や研究者などの

情報を広く社会に発信するオウンドメディア「CHIBADAI 

NEXT」を令和４年６月に開設した。一般の方にもわかり

やすく、楽しんで読んでいただける記事を随時公開して

いく。多くの方に千葉大学の研究に魅力を感じていただ

き、産業界、他大学、公的公共機関、地方公共団体など

も含めた幅広い連携の促進を目指す。 

 

 

 

 

３．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

（１） リスク管理の状況 

  当法人では、リスクの発生の防止又はリスクが発生した場合の損失の回避、軽減及び移転等のリスク対

応を全学的に行うため、『千葉大学における危機管理に関する PDCA サイクルについて』（平成 28 年９月

21 日危機管理委員会決定）に基づき、危機管理委員会が各リスク事象所掌委員会等に年度活動計画の提

出を求め、その活動計画及び進捗状況を確認することにより、学内横断的に危機管理に関する情報と意識

の共有を図っている。 

  また、千葉大学危機管理体制組織図によりリスク事象ごとの所掌部署を明確にするとともに、リスク事

案発生時に速やかに遺漏なく総務部総務課へ第一報することを徹底し、学長・関係役員等への迅速な情報

提供と報道対応の一元化の徹底を図っている。 

 

（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

  当法人の業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況は以下のとおりである。 

  ①目標の達成を阻害する要因となるリスクについて 

   経営戦略基幹会議において、本学の中長期的な経営戦略の企画やエビデンスに基づいた経営を行うた

めの企画立案を行い、目標の達成を阻害する要因となるリスクの排除に努めている。 

   

 

日本語版サイトのみならず、英語版サイトで海

外に向けても千葉大学の研究を発信 
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②財務に係るリスクについて 

   経営戦略会議において、経営戦略の企画・立案を行い、財務に係るリスクの排除に努めている。 

  ③重要な訴訟事案等について 

   本学を当事者とする訴訟等については、法務担当理事を置くとともに、訴訟案件の集中している医学

部附属病院には、顧問弁護士を配置するとともに、病院法務室を設置し、処理に当たっている。 

   また、附属学校には、いじめ問題をはじめとする法的諸問題に対応するため、スクールロイヤーを配

置している。 

 

４.社会及び環境への配慮等の状況 

  当法人は、社会及び環境への配慮の方針として、千葉大学環境・エネルギー方針を環境と持続可能な開

発目標(SDGs)の達成に向けた取り組みを進めている。詳細は、「千葉大学サステナビリティレポート」

（https://www.chiba-u.ac.jp/general/approach/environment/index.html）に記載している。 

 

５.内部統制の運用に関する情報 

  当法人では、業務方法書に定めた内部統制体制を整備し、「千葉大学における内部統制システム」及び

「危機管理に関する PDCA サイクル」のとおり運用している。当事業年度における運用状況は以下のとお

りである。 

①コンプライアンス・リスクに関する事項 

国立大学法人千葉大学危機管理規程に基づき、大学において発生する様々な危機に迅速かつ的確に対

処するための体制を構築しており、各リスク事象に係る事案が発生した場合及び予防措置を検討する場

合に中心となる部署を明確にしている。当事業年度においては、危機管理委員会を３回開催し、学内横

断的に危機管理に関する情報と意識の共有を図っている。 

 

②経営目標達成のためのリスクに関する事項 

   国立大学法人千葉大学経営戦略基幹規程に基づき、本学の中長期的な経営戦略の企画やエビデンスに

基づいた経営を行うための企画立案を行っている。当該年度においては、経営戦略基幹会議を 13 回開

催し、目標の達成を阻害する要因となるリスクの排除に努めている。 

 

６.運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

（１） 運営費交付金債務の増減額の明細                    （単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当 

期交付額 

当期振替額 

期末残高 運営費 

交付金 

収益 

資本 

剰余金 

小計 

令和４年度 - 18,445 18,346 - 18,346 98 

 

 

 

 

https://www.chiba-u.ac.jp/general/approach/environment/index.html
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（２） 運営費交付金債務の当期振替額の明細 

①令和４年度交付分                                 （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業務達成基準

による振替 

運営費交付金

収益 

304 ①業務達成基準を採用した事業等：ミッション実現加

速化経費教育研究組織改革分及び共通政策課題分 

②当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：272 

（教育研究経費：138、人件費：133） 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：- 

ｳ)固定資産の取得額：ｿﾌﾄｳｪｱ 19  

研究機器 12 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

教育研究組織改革分マルチメッセンジャー天文学研

究拠点プロジェクトについては、計画に対する達成率

が 87.5％であったため、当該業務に係る運営費交付金

債務のうち 87.5％相当額 61 百万円を収益化。 

その他の教育研究組織改革分及び共通政策課題分は

令和４年度に終了する事業であり、十分な成果を上げ

たと認められることから、運営費交付金債務を全額収

益化。 

資本剰余金 - 

計 304 

期間進行基準 

による振替額 

運営費交付金

収益 

16,203 ①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び

費用進行基準を採用した業務以外の全ての業務 

②当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：16,203 百万円 

（教育研究経費：147、人件費：16,002） 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：- 

ｳ)固定資産の取得額：構築物 42 研究機器 10 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

学生収容定員に対し在籍者数が一定率を下回った相

当額（7 百万円）を除き、期間進行業務に係る運営費交

付金債務を全額収益化。 

資本剰余金 - 

計 16,203 

費用進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

1,839 ①費用進行基準を採用した事業等：教育・研究基盤維持

経費、退職手当、その他 

②当該業務に係る損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：1,839 

(教育研究経費：225、人件費：1,613) 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：- 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 1,839 

百万円を収益化。 

資本剰余金 - 

計 1,839 

国立大学法人

会計基準第 72

 - 
該当なし 
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第３項による

振替額 

合計  18,346  

 

（３）  運営費交付金債務残高の明細                           （単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

令和４年度 業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

8 教育研究組織改革分マルチメッセンジャー天文学研究

拠点プロジェクト 

 

・教育研究組織改革分マルチメッセンジャー天文学研

究拠点プロジェクトについて、大型計算機の更新を予

定していたが、納期の問題で令和 5 年度に実施するこ

ととなった理由から、計画に対する達成率が 88％とな

り、12％相当額を債務として翌事業年度に繰越したも

の。 

 

・教育研究組織改革分マルチメッセンジャー天文学研

究拠点プロジェクトについては、翌事業年度において

計画どおりの成果を達成できる見込であり、当該債務

は、翌事業年度で収益化する予定である。 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

7 ・学生収容定員に対し在籍者数が一定率を下回った相

当額として繰越したもの。当該債務は、中期目標期間終

了時に国庫納付する予定である。 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

82 退職手当 

・退職手当の執行残であり、翌事業年度以降に使用 

する予定。 

計 98  

 

７．翌事業年度に係る予算                   （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 金額 

収入 86,390 

 運営費交付金収入 

 補助金等収入 

 学生納付金収入 

 附属病院収入 

 その他収入 

17,842 

1,603 

8,902 

43,760 

14,283 

支出 86,390 

 教育研究経費 

 診療経費 

 その他支出 

24,747 

        45,930 

15,713 

収入－支出 - 
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翌事業年度のその他収入のうち、8,098百万円は産学連携等研究収入及び寄附金収入等によるものである。

また、教育研究経費のうち、1,177 百万円は「千葉大学グローバル人材育成“ENGINE”」事業によるものであ

る。 

 

Ⅴ 参考情報 

１． 財務諸表の科目の説明  

① 貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有形固定資産 土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する

有形の固定資産。 

減損損失累計額 減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比

して著しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当

該固定資産の価額を回収可能サービス価額まで減少させる会計処

理）により資産の価額を減少させた累計額。 

減価償却累計額等 減価償却累計額及び減損損失累計額。 

その他の有形固定資産 図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。 

その他の固定資産 無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）

が該当。 

現金及び預金 現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預

金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

その他の流動資産 未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、た

な卸資産等が該当。 

大学改革支援・学位授与

機構債務負担金 

国立学校特別会計から独立行政法人国立大学財務・経営センター

が承継した借入金の償還のための独立行政法人国立大学財務・経

営センターへの拠出債務のうち、独立行政法人国立大学財務・経営

センターから独立行政法人大学改革支援・学位授与機構が承継し

た借入金の償還のための独立行政法人大学改革支援・学位授与機

構への拠出債務。 

長期借入金等 事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、

PFI 債務、長期リース債務等が該当。 

引当金 将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計

上するもの。退職給付引当金等が該当。 

運営費交付金債務 国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

政府出資金 国からの出資相当額。 

資本剰余金 国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当

額。 

利益剰余金 国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

繰越欠損金 国立大学法人等の業務に関連して発生した欠損金の累計額。 
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② 損益計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ キャッシュ・フロー計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務費 国立大学法人等の業務に要した経費。 

教育経費 国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した

経費。 

研究経費 国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

診療経費 国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要

した経費。 

教育研究支援経費 附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法

人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施

設又は組織であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に

要する経費。 

人件費 国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経

費。 

一般管理費 国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

財務費用 支払利息等 

運営費交付金収益 運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益 授業料収益、入学料収益、検定料収益の合計額。 

その他の収益 受託研究等収益、寄附金収益、補助金等収益等。 

臨時損益 固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

目的積立金取崩額 目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）の

うち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のこ

とであるが、それから取り崩しを行った額。 

業務活動による 

キャッシュ・フロー 

原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営

費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資

金の収支状況。 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向

けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支

状況。 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入れ・返

済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状

況。 

資金に係る換算差額 外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 
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２．その他公表資料等との関係の説明 

 事業報告書に関連する報告書等として、以下の資料を作成している。 

・千葉大学概要 

本学の理念、概要、特色、組織・施設、財務情報を掲載している。当資

料は当法人のホームページに掲載している。（https://www.chiba-

u.ac.jp/general/gaiyou_web.pdf）

https://www.chiba-

